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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況
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0204 － 一般 漁業士育成事業費 ②
北海道漁業士の認定に係る経費及
び北海道漁業士会が実施する事業
への補助

水産経
営課

0 2,100 2,100 0.3 2.3 2.6 22,406
現状維

持

漁業士は漁村地域のリーダーとし
て、地域活動の指導援助や後継者
の育成指導等を行っており、このよ
うな漁業士の活動を支援している当
事業は、将来の漁業担い手の育成
のために重要であることから、引き
続き事業を進めていく。

－ ④ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

－ ⑥ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

○ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
などコロナ禍の状況に応じた事業内
容の見直しを実施

現状維
持

0205 － 一般 研修事業費 ①
北海道立漁業研修所が実施する各
種研修に要する経費

水産経
営課

0 17,274 11,790 0.4 4.0 4.4 51,638 ②
改善
（取組
分析）

新型コロナウイルス感染予防対策
を講じた上で、　漁業就業者を育成
するため、漁業に必要な知識・技術
の習得及び資格取得を目的とした
研修の実施を進めていく。

－ ④ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

－ ⑥ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

○ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
などコロナ禍の状況に応じた事業内
容の見直しを実施

○

新型コロナウイルス感染状況を踏ま
え、研修内容を十分検討し計画を作
成し、受講生のマスク着用、教室・
洗面所等の掃除・除菌を行い、施設
の衛生管理に努めていく。

農林水産業の担い手の確保に向
け、北海道人材確保対策推進本部
等により連携し、実効性の高い取組
となるよう検討すること。

改善

漁業研修所において、引き続きマスク着用等新
型コロナウイルス感染の予防対策を講じた上
で、総合研修など各種研修を実施し、新規就業
者の育成に資する取組を行う。

農林水産業の担い手確保に向け
て、北海道広報やWeb・SNS等の媒
体を活用して、制度や事業の周知を
強化するとともに、移住関連、人材
確保関連事業所管部等と連携し、
幅広い人材確保に向けた取組を行
うことで、漁業就業への誘導（指標
の改善）を図る。
漁業研修所において、引き続きマス
ク着用等新型コロナウイルス感染の
予防対策を講じた上で、総合研修な
ど各種研修を実施し、新規就業者
の育成に資する。

0206 － 維持費 維持管理費（漁業研修所） ⑤ 研修所運営業務
水産経
営課

0 34,651 33,607 0.5 1.1 1.6 47,147 ②
改善
（取組
分析）

漁業研修所は、漁業就業者を育成
するために必要な施設であることか
ら、　新型コロナウイルス感染予防
対策を講じた上で、引き続き、研修
事業を行うため、運営・管理を行っ
ていく。

－ － － － － － － － ○

新型コロナウイルス感染状況を踏ま
え、研修内容を十分検討し計画を作
成し、受講生のマスク着用、教室・
洗面所等の掃除・除菌を行い、施設
の衛生管理に努めていく。

農林水産業の担い手の確保に向
け、北海道人材確保対策推進本部
等により連携し、実効性の高い取組
となるよう検討すること。

改善

漁業研修所において、引き続きマスク着用等新
型コロナウイルス感染の予防対策を講じた上
で、総合研修など各種研修を実施し、新規就業
者の育成に資する取組を行う。

農林水産業の担い手確保に向け
て、北海道広報やWeb・SNS等の媒
体を活用して、制度や事業の周知を
強化するとともに、移住関連、人材
確保関連事業所管部等と連携し、
幅広い人材確保に向けた取組を行
うことで、漁業就業への誘導（指標
の改善）を図る。
漁業研修所において、引き続きマス
ク着用等新型コロナウイルス感染の
予防対策を講じた上で、総合研修な
ど各種研修を実施し、新規就業者
の育成に資する。

0207 － 事務 非常勤職員 ⑧ 研修所運営業務
水産経
営課

0 0 0 0.0 0.3 0.3 2,343 現状維
持

研修事業や研修所運営を円滑に進
めるため、引き続き事務を実施す
る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0208 － 事務 その他研修所事務 ① 研修所運営業務
水産経
営課

0 0 0 0.0 1.3 1.3 10,153 現状維
持

研修所内の事務を円滑に進めるた
め、引き続き事務を実施する。

－ ④ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

－ ⑥ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

○ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
などコロナ禍の状況に応じた事業内
容の見直しを実施

現状維
持

0209 － 一般 漁業就業促進事業費 － 北海道漁業就業支援協議会が実施
する新規就業者対策等に補助する

水産経
営課

0 4,280 4,280 0.4 0.5 0.9 11,309 ①
改善
（指標
分析）

指標達成に向けたさらなる取組を継
続するとともに、当協議会が実施す
る新規漁業就業者に対する総合的
な取り組みについて支援する。

・農林水産業の担い手の確保に向
け、北海道人材確保対策推進本部
等により連携し、実効性の高い取組
となるよう検討すること。

・委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化やSociety5.0の推進に
資する取組を促す項目の付記や、
プロポーザルの際の提案の追加な
ど、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容
を検討すること。

改善

現地指導や巡回活動等の効率化により事業内
容の見直し（事業費の縮減）を行う一方、指標
達成に向けたさらなる取組を継続するため、当
協議会が実施する新規漁業就業者に対する総
合的な取組について支援する。

・農林水産業の担い手確保に向け
て、北海道広報やWeb・SNS等の媒
体を活用して、制度や事業の周知を
強化するとともに、移住関連、人材
確保関連事業所管部等と連携し、
幅広い人材確保に向けた取組を行
うことで、漁業就業への誘導（指標
の改善）を図る。
漁業研修所において、引き続きマス
ク着用等新型コロナウイルス感染の
予防対策を講じた上で、総合研修な
ど各種研修を実施し、新規就業者
の育成に資する。

・委託業務において、委託仕様書へ
脱炭素化やSociety5.0の推進に資
する取組を促す項目の付記を検討
する。

1 － 一般 北海道漁業就業支援協議会費 ② 4,105 4,105 － ④ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

－ ⑥ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

○ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
などコロナ禍の状況に応じた事業内
容の見直しを実施

2 － 一般 漁船乗組員就業対策委託費 ⑥ 210 210 － ④ ②
委託仕様書に温室効果ガスの排出
削減等に資する取組を促す項目を
付記することを検討。

－ ⑥ ②
委託仕様書にIoT、AI、ICTを積極的
に活用するよう付記することを検
討。

－ － ○ ○

0210 － 事務
農林漁業新規就業安心サポート事
業費

①

人材の幅広い確保に向けた農林漁
業の一体的な情報発信や就業希望
者の就業と移住のミスマッチを解消
する取組を実施

水産経
営課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 終了

指標達成に向けたさらなる取組を継
続するとともに、道内の一次産業の
担い手確保に向けたプロモーション
を強化させる。

－ ④ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

－ ⑥ ①
オンライン形式によるイベント開催
や、プロモーションを実施。

○ ①
オンライン形式によるイベント開催
や、プロモーションを実施。

農林水産業の担い手の確保に向
け、北海道人材確保対策推進本部
等により連携し、実効性の高い取組
となるよう検討すること。

終了

農林水産業の担い手確保に向け
て、北海道広報やWeb・SNS等の媒
体を活用して、制度や事業の周知を
強化するとともに、移住関連、人材
確保関連事業所管部等と連携し、
幅広い人材確保に向けた取組を行
うことで、漁業就業への誘導（指標
の改善）を図る。
漁業研修所において、引き続きマス
ク着用等新型コロナウイルス感染の
予防対策を講じた上で、総合研修な
ど各種研修を実施し、新規就業者
の育成に資する。

0211 － 一般 漁業就業体制整備支援事業 ②

地域の実態に即した新たな就業形
態の整備等、地域対策協議会等が
行う新規漁業就業者の受入・定着
に向けた取組を支援する

水産経
営課

0 2,275 2,275 0.1 0.3 0.4 5,399 ①
改善
（指標
分析）

指標達成に向けたさらなる取組を継
続するとともに、新規漁業就業者が
定着させるため先進事例を他地域
に波及させる。

－ ④ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

－ ⑥ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
など、すでに可能な範囲において対
応済み

○ ①
会議の開催方法をWeb開催にする
などコロナ禍の状況に応じた事業内
容の見直しを実施

農林水産業の担い手の確保に向
け、北海道人材確保対策推進本部
等により連携し、実効性の高い取組
となるよう検討すること。

改善

取組の自走化を図るため事業規模の見直し
（事業費の縮小）を行う一方、指標達成に向け
たさらなる取組を継続するため、新規就業者が
地域に定着するための受入体制づくりを推進す
る。

農林水産業の担い手確保に向け
て、北海道広報やWeb・SNS等の媒
体を活用して、制度や事業の周知を
強化するとともに、移住関連、人材
確保関連事業所管部等と連携し、
幅広い人材確保に向けた取組を行
うことで、漁業就業への誘導（指標
の改善）を図る。
漁業研修所において、引き続きマス
ク着用等新型コロナウイルス感染の
予防対策を講じた上で、総合研修な
ど各種研修を実施し、新規就業者
の育成に資する。

0 60,580 54,052 2.2 9.8 12.0 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

農林漁業新規就業安心サポート事業
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計
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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令和３年度　事務事業評価調書 07061

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

水産業の担い手対策の推進
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